
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
変調された出力信号を得るための電力増幅手段を有する種類のデータ送信システムにおい
て、前記電力増幅手段の出力信号レベルに比例した電圧を提供するための方向性検波装置
であって、
入力部と出力部とを有する方向性結合器（１０）であって、該入力部が前記電力増幅手段
（１２）の出力端とアンテナ出力端子（１４）との間に接続されたものと、
第１のコンデンサ（２６）を介して前記方向性結合器（１０）の入力部と前記アンテナ出
力端子（１４）との間の接続点に接続された第１の端子と、第２のコンデンサ（２０）を
介して前記方向性結合器（１０）の出力部の第１の端子に接続され、かつ抵抗（２８）を
介して接地側に接続された第２の端子とを有するスイッチングダイオード（２４）と、
前記スイッチングダイオード（２４）の第１の端子と前記第１のコンデンサ（２６）との
間の接続点に接続されたバイアス信号源（３４）であって、二つのバイアスレベル状態の
うちの一つの状態にて実現されるバイアス信号を選択的に提供するものと、
前記方向性結合器（１０）の出力部の第２の端子に接続された第１の端子と、前記方向性
検波装置の出力端子（２２）に接続された第２の端子とを有する整流ダイオード（１６）
とをそなえ、
前記スイッチングダイオード（２４）は、高電力レベルで動作している場合は、前記二つ
のバイアスレベル状態の第一の状態にて前記バイアス信号に応答して非導通状態に切り替
わり、これによって前記方向性結合器（１０）に低信号結合モードをもたらし、かつ
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前記スイッチングダイオード（２４）は、低電力レベルで動作している場合は、前記二つ
のバイアスレベル状態の第二の状態にて前記バイアス信号に応答して導通状態に切り替わ
り、これによって前記方向性結合器（１０）に高信号結合モードをもたらすことを特徴と
する方向性検波装置。
【請求項２】
変調された出力信号を得るための電力増幅手段を有する種類のデータ送信システムにおい
て、前記電力増幅手段の出力信号レベルに比例した電圧を提供するための方向性検波装置
であって、
入力部と出力部とを有する方向性結合器（１０）であって、該入力部が前記電力増幅手段
（１２）の出力端とアンテナ出力端子（１４）との間に接続されたものと、
前記方向性結合器（１０）の入力部と前記アンテナ出力端子（１４）との間の接続点に接
続された第１の端子と、コンデンサ（２０）を介して前記方向性結合器（１０）の出力部
の第１の端子に接続され、かつ抵抗（２８）を介して接地側に接続された第２の端子とを
有するスイッチングトランジスタ（３６）と、
前記スイッチングトランジスタ（３６）の制御端子に接続されたバイアス信号源（３４）
であって、二つのバイアスレベル状態のうちの一つの状態にて実現されるバイアス信号を
選択的に提供するものと、
前記方向性結合器（１０）の出力部の第２の端子に接続された第１の端子と、前記方向性
検波装置の出力端子（２２）に接続された第２の端子とを有する整流ダイオード（１６）
とをそなえ、
前記スイッチングトランジスタ（３６）は、高電力レベルで動作している場合は、前記二
つのバイアスレベル状態の第一の状態にて前記バイアス信号に応答して非導通状態に切り
替わり、これによって前記方向性結合器（１０）に低信号結合モードをもたらし、かつ
前記スイッチングトランジスタ（３６）は、低電力レベルで動作している場合は、前記二
つのバイアスレベル状態の第二の状態にて前記バイアス信号に応答して導通状態に切り替
わり、これによって前記方向性結合器（１０）に高信号結合モードをもたらすことを特徴
とする方向性検波装置。
【請求項３】
変調された出力信号を得るための電力増幅手段を有する種類のデータ送信システムにおい
て、前記電力増幅手段の出力信号レベルに比例した電圧を提供するための方向性検波装置
であって、
前記電力増幅手段（１２）からの前記変調された出力信号に結合するように該電力増幅手
段の出力端に接続された結合手段（２６）と、
前記結合手段（２６）に接続された第１の端子と、コンデンサ（２０）に接続されるとと
もに、抵抗（２８）を介して接地側に接続された第２の端子とを有するスイッチングダイ
オード（２４）と、
前記スイッチングダイオード（２４）の第１の端子と前記結合手段（２６）との間の接続
点に接続されたバイアス信号源（３４）であって、二つのバイアスレベル状態のうちの一
つの状態にて実現されるバイアス信号を選択的に提供するものと、
前記コンデンサ（２０）に接続された第１の端子と、前記方向性検波装置の出力端子（２
２）に接続された第２の端子とを有する整流ダイオード（１６）と、
第１、第２および第３のポートを有するアイソレータ手段（４０）であって、前記第１の
ポートは前記電力増幅手段（１２）の出力端に接続され、前記第２のポートはアンテナ端
子（１４）に接続され、かつ前記第３のポートは負荷抵抗（４２）に接続されており、こ
こに前記電力増幅手段（１２）からの信号は前記第１のポートから前記第２のポート及び
前記アンテナ端子（１４）に導かれ、また前記アンテナ端子（１４）からの信号は前記第
２のポートから前記第３のポート及び前記負荷抵抗（４２）に導かれるものとをそなえ、
前記スイッチングダイオード（２４）は、高電力レベルで動作している場合は、前記二つ
のバイアスレベル状態の第一の状態にて前記バイアス信号に応答して非導通状態に切り替
わり、これによって前記結合手段（２６）に低信号結合モードをもたらし、かつ
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前記スイッチングダイオード（２４）は、低電力レベルで動作している場合は、前記二つ
のバイアスレベル状態の第二の状態にて前記バイアス信号に応答して導通状態に切り替わ
り、これによって前記結合手段（２６）に高信号結合モードをもたらすことを特徴とする
方向性検波装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
本発明は、無線周波送信機の電力レベルを調整する回路に関し、特に、無線周波送信機の
ための電力レベル調整システムに於ける電力測定のための検波器回路に関する。
【０００２】
【従来の技術】
無線周波送信システムに於ては、送信電力レベルを調整することは、通常の動作である。
電力レベル制御手段は、送信電力増幅器の出力電圧に比例した電圧を提供する検波器を一
般に含む。
【０００３】
１９８６年、７月２２日付けでビルマー（Ｖｉｌｍｕｒ）他に特許された米国特許４，６
０２，２１８　“広帯域ダイナミックレンジのＲＦ電力増幅器の自動出力制御回路”　（
Ａｕｔｏｍａｔｉｃ　Ｏｕｔｐｕｔ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｉｒｃｕｉｔｒｙ　Ｆｏｒ　Ｒ
Ｆ　Ｐｏｗｅｒ　ＡｍｐｌｉｆｉｅｒｓＷｉｔｈ　Ｗｉｄｅ　Ｄｙｎａｍｉｃ　Ｒａｎｇ
ｅ）　に於ては、自動電力出力制御回路が開示され、ここでは、無線周波信号の強さは、
制御信号に応答して選択された複数の強度の一つに維持される。可変出力増幅器からの無
線周波信号出力は、サンプリングされ、サンプリングされた信号は、更に、増幅され、整
流される前にダイナミックレンジは、圧縮される。無線周波信号強度と非線形の関係にあ
る、整流された電力強度信号は、制御信号により選択された調整ファクタにより調整され
、対応する無線周波信号出力強度を形成するように可変出力増幅器の出力を変化させるの
に使用される。
【０００４】
１９９２年４月２８日付けでイコネン（Ｉｋｏｎｅｎ）他に特許された米国特許５，１０
９，５３８　“送信機の有効レンジを拡大するための回路”　（Ｃｉｒｃｕｉｔｒｙ　Ｆ
ｏｒ　Ｗｉｄｅｎｉｎｇ　Ｔｈｅ　Ｅｆｆｅｃｔｉｖｅ　Ｒａｎｇｅ　Ｏｆ　Ａ　Ｔｒａ
ｎｓｍｉｔｔｅｒ）は、無線電話の電力制御レンジを拡大する回路を開示している。無線
周波信号は、制御可能な電力増幅器で増幅される。増幅器の後に接続される制御スイッチ
は、第一の状態では、電力増幅器から出力されるＲＦ電力をほとんど減衰させない。送信
機の第一の電力制御レンジがこうして形成される。スイッチが第二の状態となると、電力
増幅器から出力されるＲＦ電力の一部を抵抗成分に振り向け、ＲＦ電力の一部を送信機の
出力側へ取り出されるようにしている。こうして第二の電力制御レンジが形成される。
【０００５】
１９７２年１０月１０日付けでエル・バンナ（Ｅｌ－Ｂａｎｎａ）に特許された米国特許
３，６９７，８５７　“電源及び制御回路”　（Ｐｏｗｅｒ　Ｓｕｐｐｌｙ　Ａｎｄ　Ｃ
ｏｎｔｒｏｌ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）はＤＣ低電圧源からＤＣ高電圧出力を生成するための電
源及び制御回路、即ち、ソリッド状送信機に特に有効なＤＣバッテリーを開示している。
この電圧源は、入力に接続され、第二電圧源は、第一の電圧源の一方の端子と、入力端子
の対応する端子との間に接続され、第二の電圧源は、第一の電圧源に対して直列関係でも
って補助している。トランジスタが第一電圧源と第二電圧源との間に直列に接続され、ダ
イオードが、第一の電圧源に並列に接続され、その一方の電極がトランジスタと第二の電
圧源と間に接続され、他方の電極が第一の電圧源の第二端子に接続されている。このダイ
オードは、短絡保護回路として機能する。
【０００６】
１９８９年９月２６日付けでカトヤマ（Ｋａｔｓｏｙａｍａ）他に特許された米国特許４
，８７０，６９８、　“移動無線装置の出力電力制御回路”　（Ｏｕｔｐｕｔ　Ｐｏｗｅ
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ｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｉｒｃｕｉｔ　Ｆｏｒ　Ａ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｒａｄｉｏ　Ａｐｐ
ａｒａｔｕｓ）では出力電力制御回路が、開示され、この出力電力制御回路は、自動電力
制御回路及びＲＦ信号増幅器と共に移動無線装置のケース内に配置されている。出力電力
制御回路は、レベル制御信号を自動電力制御回路に印加し、ＲＦ増幅器の出力ＲＦ信号の
電力レベルを、レベル制御信号に対応する複数の出力電力レベルの一つに維持する。出力
電力制御回路は、受信機、温度感知回路及び論理回路を有す。受信機は、マスターステー
ションより送信されたＲＦ信号を受信し、受信ＲＦ信号に含まれる電力レベル設定命令信
号を扱う。温度感知回路は、ケースの内部温度を検出し、内部温度が予め設定の温度を越
えたことを検出すると電力低減信号を出力する。論理回路は、受信機から電力レベル設定
命令信号を受信し、電力レベル設定命令信号に対応する出力電力レベルを決定するレベル
制御信号を発生し、温度感知回路から電力低減信号を受信するとすぐに、電力レベル設定
命令信号により指定されるより低い出力電力レベルを決定するためのレベル制御信号を発
生する。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
デジタル通信システム用の無線周波送信機では、広いレンジにて送信電力レベルを調整す
る必要がある。電力レベル制御又は調整ループの部分として、方向性結合器及び検波回路
を含む方向性検波器が電力測定用に備わっている。二乗検波器を含む一般の方向性検波器
の使用可能な動作ダイナミックレンジは、３０から４０デシベルのレンジである。低電力
増幅出力レベルで高電力結合を実現すると、電力測定精度が増す。しかしながら、高電力
増幅出力レベルでの高結合は、該高結合が方向性結合器で損失を高めるので、実際的でな
い。
【０００８】
【課題を解決するための手段および作用】
本発明の目的は、従って、結合が出力電力レベルによって調整可能である電力制御又は調
整システムのための方向性検波器回路を提供することにある。
【０００９】
本発明の他の目的は、結合が能動素子手段により調整されるような高電力レベル用及び低
電力レベル用の方向性検波器を提供することにある。
【００１０】
本発明の他の目的は、更に、スイッチング素子として、ガリウム砒素ＦＥＴデバイス又は
ＰＩＮダイオードによるスイッチング可能な結合機能を有する方向性検波器を提供するこ
とにある。
【００１１】
既に述べた米国特許４，６０２，２１８及び５，１０９，５３８で開示されているような
デジタル通信システム用の無線周波送信機は、出力端子及び送信用のアンテナに接続され
る変調された信号に対する利得を提供するために、該変調された信号に応答する電力増幅
器を含む。送信電力レベルの調整は、基準レベルと比較される実際の電力レベルを得るた
めの、送信機の出力側での電力測定機構によって一般に実行される。比較で生成した差信
号は、利得、従って出力電力レベルを調整するために電力増幅器へ印加される。
【００１２】
既に説明したように、デジタル通信では、広いレンジで送信電力レベルの調整の必要があ
る。電力測定機構は、従来、方向性検波器と呼ばれる、方向性結合器と検波器とを組み合
わせたものである。本発明は、高電力レベルでの低結合と低電力レベルでの高結合をもた
らすための能動素子によるスイッチング可能な結合機能を有する改良型方向性検波器回路
を提供する。
【００１３】
【実施例】
図１は、ＰＩＮダイオードであるスイッチング可能な能動素子を含む方向性検波器の回路
図である。高周波動作用のマイクロストリップ方向性結合器などのような方向性結合器（

10

20

30

40

50

(4) JP 3568994 B2 2004.9.22



ｄｉｒｅｃｔｉｏｎａｌ　ｃｏｕｐｌｅｒ）１０が、電力増幅段１２の後の、アンテナ出
力端子１４の前の位置での送信機出力側に配置されている。方向性結合器１０は、電力検
波器として動作する整流ダイオード１６、接地コンデンサ１８及び直列コンデンサ２０に
接続されている。電力増幅段１２からの変調された信号の電力レベルに比例した電圧Ｖｄ
ｅｔが出力端子２２で得られる。
【００１４】
ＰＩＮダイオード２４は、電力増幅段１２からコンデンサ２６を経由して変調された信号
へ結合されている。方向性結合器１０は、また、ＰＩＮダイオード２４の他方の極に接続
され、バイアス抵抗２８を通じて接地されている。
【００１５】
ＰＩＮダイオード２４は、また、通信システムの論理回路部分から端子３４に供給される
バイアス電圧源Ｖｌｏｗに、ＲＦチョークコイル３０及び接地コンデンサ３２を通じて接
続されている。バイアス電圧Ｖｌｏｗは、ゼロＶ及び＋５．０Ｖの二つの状態のいづれか
である。
【００１６】
通信システムが高電力レベルで動作している場合は、バイアス信号ＶｌｏｗはゼロＶであ
り、通信システムが低電力レベルで動作している場合は、バイアス信号Ｖｌｏｗは５．０
Ｖである。
【００１７】
ＰＩＮダイオード２４は、抵抗が該ダイオードを通じてながれる電流で制御可能なデバイ
スである。高電流では、ＰＩＮダイオード２４は導通し、一般に約１０オーム程度の抵抗
を有し、電流なしの場合は、ＰＩＮダイオード２４は、数千オームの抵抗となる。従って
、ＰＩＮダイオード２４のバイアス電圧ＶｌｏｗがゼロＶであると、ＰＩＮダイオード２
４は、バイアスされず、導通せずに非常に高い抵抗を示す。結合器回路は、ダイオード１
６、コンデンサ１８及び２０、及び抵抗２８を含む従来の方向性検波器として動作し、例
えば２０から３０ｄＢといった低結合を示す。低電力レベルでは、ＰＩＮダイオード２４
のバイアス電圧Ｖｌｏｗは５．０Ｖであり、ＰＩＮダイオード２４は、能動スイッチとし
て動作し、導通し、その抵抗は低減し、従って方向性検波器の結合は、増加する。
【００１８】
方向性検波器の出力は、端子２２で得られる。低電力レベル及び高結合においては、端子
２２での検波器出力信号は、高電力レベルで低結合の場合より高い。結合は、高電力レベ
ルで高から低へ切り替えられているので、低損失となる。能動スイッチをそなえた方向性
検波器は、こうして高低両電力レベルで効率のよい動作をもたらし、検波器の電力レベル
のレンジを拡大している。
【００１９】
本発明の他の実施例では、スイッチング可能な結合をするための能動デバイスは、図２に
示されるようにガリウム砒素ＦＥＴである。図２では、結合器回路の従来の部分は、電力
増幅器段１２の出力側に接続されている方向性結合器１０、ダイオード１６、コンデンサ
１８，２０、抵抗２８、及びＶｏｕｔ出力端子２２を含む。スイッチング回路は、Ｖｌｏ
ｗ入力端子３４及びガリウム砒素ＦＥＴスイッチングデバイス３６を含む。
【００２０】
図２の実施例では、ガリウム砒素ＦＥＴといった能動素子のためのバイアスは、低電力レ
ベルで高結合の場合にゼロＶであり、高電力レベルで低結合の場合に負（－５．０Ｖ）で
ある。
【００２１】
低電力レベルの端子３４のバイアスＶｌｏｗは、ゼロＶであり、ガリウム砒素ＦＥＴデバ
イス３６は、導通している。ＦＥＴデバイス３６が導通している状態では、デバイス３６
のドレイン－ソース接合間の挿入損は、低く、従って、結合は高く、低電力レベルの測定
に適する。
【００２２】
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バイアスＶｌｏｗが低くなると、即ち、Ｖｌｏｗが－５．０Ｖとなると、ＦＥＴデバイス
３６に負のゲート－ソースバイアスがかかる。デバイス３６は、分離され導通せず、従っ
て結合器回路は、高電力レベルの測定に適する低結合の従来の方向性検波器として動作す
る。
【００２３】
図１及び２の両実施例では、低電力レベルでの結合の増加による電力レベルのレンジの拡
大、及び低結合による高電力レベルでの低損失という効果に加えて、総合電力増幅安定度
が、低電力レベルで改善される。
【００２４】
本発明の更に他の実施例が図３に示されている。図３に於ては、図１で示される増幅段１
２、コンデンサ２６、ＲＦチョークコイル３０、コンデンサ３２、ＰＩＮダイオード２４
、抵抗２８、整流ダイオード１６及びコンデンサ１８が含まれる。図３の回路は、アイソ
レータ４０が方向性を得るために含まれるのを除いては図１の回路と同様に動作する。ア
イソレータ４０は、サーキュレータが整合負荷で終端化されるデバイスである。理想的な
サーキュレータは、ポート１に入射するエネルギーがポート２に導かれ、ポート３には全
く導かれないような無損失回路網として定義される。図３では、サーキュレータポート１
が増幅段１２に接続され、ポート２は、アンテナ出力端子１４に接続され、ポート３は、
負荷抵抗４２に接続されている。増幅段１２から出力されるエネルギーは、アンテナ出力
端子１４に供給され、負荷抵抗４２には全く導かれず、アンテナからのエネルギー（送信
ラインに於ける定在波）は、負荷抵抗４２に導かれ、検波器回路にはフィードバックされ
ない。
【００２５】
以上の説明は、スイッチングデバイスとしてＰＩＮダイオードやガリウム砒素ＦＥＴとい
った能動素子でスイッチング可能な結合機能を有する電力レベル制御用の方向性検波器で
ある。
【００２６】
本発明は、好適な実施例につき説明されているが、本発明の範囲をこれらに限定する意図
はなく、本発明は、特許請求の範囲に定義されている範囲に含まれる変更例、変形例及び
均等例を含む。
【００２７】
【発明の効果】
本発明によれば、電力制御又は調整システムのための方向性検波器の結合を、出力電力レ
ベルによって調整可能とすることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】スイッチング素子としてＰＩＮダイオードを使用した本発明の１実施例としての
方向性検波器の回路図である。
【図２】スイッチング素子としてガリウム砒素ＦＥＴを使用した本発明の他の実施例とし
ての方向性検波器の回路図である。
【図３】アイソレータを使用した本発明の更に他の実施例としての方向性検波器の回路図
である。
【符号の説明】
１０…方向性結合器
１２…電力増幅段
１４…アンテナ出力端子
２２…方向性検波器出力端子
２４…ＰＩＮダイオード
３４…バイアス電圧源端子
３６…ガリウム砒素（ＧａＡｓ）ＦＥＴ
４０…アイソレータ
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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